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ADHDの行動特徴に対する保育学生の原因帰属とその対応について

j賓田祥子l

The child care student's causal attribution and correspondence 
to ADHD behavioral feature 

Shoko Hamada 1 

Abstract : Children with ADHD (attention deficit I hyperactivity disorder) present significant 

problems with attention， impulsiveness and over-activity. In the investigation， the causal 

attribution and the correspondence to the child who showed the ADHD behavioral feature by the 

chi1d care student were examined. 

As a result， i託twas shown t白ha幻ti江tbelonged easily tωO 

behavioral feature. Additionally， the difference by child's sex became clear， too. Th巴boy

belonged easily from the girl tωO 

boy's character. Moreover， it has been understood that the correspondence to the ADHD 

behavioral feature is assumed that“Positive relations" is the most suitable. When belonging to 

“Parents"， the boy got “Positive relations"， the girl got “Severe relations" and the correlations 

seen. 

It has been understood that the causal attribution and correspondence are different according to 

whether the subject ofthe ADHD behavioral feature is a boy or a girl from these results. It might 

not be assumed the problem because it is caught as seeming a boy boy's ADHD behavioral 

feature. However， girl's ADHD behavioral feature might be judged that severe relations are 

necessary because it is assumed the problem， and is considered act of should the correction. 

Differing， the causal attribution and th巴correspondenceof th巴sameaction according to sex 

shows the possibility that a human environment in the child care is not equal. 
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問題と目的

ADHD (注意欠陥多動性障害)は，文部科学

省によって「年齢あるいは発達に不釣合いな注

意力，および/又は衝動性，多動性を特徴とす

る行動の障害で，社会的な活動や学業の機能に

支障をきたすものJと定義されている。診断は
DSM・WやICD・10の基準に従う。 DSM-Nの診断

基準によると，不注意と多動性一衝動性のそれ

ぞれ9項目のうち，どちらかにおいて6項目以
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上が，学校や家庭などの2つ以上の場面で少な

くとも 6ヶ月以上持続し 7歳以前に発現する

と示されている。

ADHDの発症率については様々な研究がなさ

れている。 1歳6ヶ月健診において多動である

と判定された幼児を縦断的に調査した結果，

ADHDの発症率は2.9%であったという報告

(吉川， 1997)の一方で，同じく l歳6ヶ月健

診において「親から離れてどんどん行ってしま

い，名前を呼んでも振り向かないし，親の位置

も確認しない行動」が見られた幼児のうち，



80%が6歳の時点でADHDと診断されていた

(上林・斉藤・北， 2003)。小泉 (2000) も， 6 

歳の時点でADHDと診断された幼児の全てが，

l歳6ヶ月健診において行動発達課題のつまず

きがあったとしている。このように， ADHDの

発症率に関しては様々な結果が得られており，

その診断の時期や行動特徴の線引きの困難さが

うかがえる。

また，有病率については性差があるとされて

いる。山崎 (2002)の調査によれば，幼児期の

ADHD行動特徴のスコアは女児よりも男児の方

が有意に高いことが示されている。また，相馬

(2006)は，保育士と幼稚園教諭を対象に，担

任する幼児一人一人についてADHD行動特徴が

どの程度認められるか評定させている。その結

果， ADHD行動特徴の有所見者率は， 3歳児で

は男児8.8%，女児2.1%，4歳児では男児7.4%，

女児1.4%，5歳児では男児4.9%，女児1.0%で

あった。さらに，保育現場で多動や衝動性とい

った行動に問題があるとされる幼児の多くは男

児の事例である(倉光， 2004・吉村， 2003)。

これらの行動が障害であるか，そうでないかに

かかわらず，保育者はその行動を気になると評

価しており，対応に困難さを抱えている。比率

に違いはあるものの，以上のようにADHDの有

病率，もしくはADHD行動特徴は女児よりも男

児に認められるという報告が多い。しかし，性

差は認められなかった調査もあり(中村・林・

木戸・澄川， 2004)，一貫した結果が得られて

いるわけではない。

さらに， ADHDを含む発達障害について，杉

山 (2000)は④健常児との連続性の中に存在し，

加齢，発達，教育・保育的介入により臨床像が

著しく変化する②視点の異なりから診断が相違

してしまう③理解不足による介入の誤りが生じ

やすい④二次的情緒・行動障害の問題が生まれ

やすいとしている。市川 (2001)も， ADHDの

子どもは何らかの生物学的な脆弱性を抱えてい

ると考えられるが，その発症や悪化については，

家庭や学校などの，周囲の環境が関係すると述

べている。このように， ADHDは一次的には多

動などの行動面の問題が取り上げられるが，二

次的な問題として情緒障害や反社会的行動が挙

げられる。二次的情緒・行動障害に関して，中

村 (2005)によれば， ADHDの特↑生をもつもの

は，実行機能の問題がその背景にある衝動性に

加えて，劣等感や低いセルフエスティームとの

関係から反社会的行動が生じており，情緒的対
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応が問題解決に有効であることを示した。つま

り， ADHD行動特徴に対する周囲の対応は，十

分に配慮されなければならない。

では， ADHD行動特徴に対する周囲の反応は

どのように引き起こされるのであろうか。一般

に，自分もしくは他者の行動について， 1なぜ、
そのように行動したのか」とその原因について

考えること，すなわち，行動に対する原因帰属

は，帰属者の後の行動や感情といった反応と関

連している (Bell-Dolan& Anderson， 1999)。つ

まり， ADHD行動特徴に対する反応には， ADHD

行動特徴に対する原因帰属が大きく影響すると

いうことである。

ADHD行動特徴を示す幼児に対する原因帰属

に関しては， Maniadaki， Sonuga-Barke， &Kakouros 

(2005)が親を対象に調査している。調査内容は，

幼児の父親と母親を対象に， ADHD行動特徴を

示す幼児についての記述を読ませ，その行動に

対する原因帰属をさせるというものであった。

分析の結果，幼児の性差が認められた。両親は，

ADHD行動特徴を示すのが男児の場合は本人の

内的要因に帰属し，女児の場合は生物学的要因

に帰属した。また， ADHD行動特徴への対応に

関しては，本人の内的要因に帰属することは，

より厳しくするという対応と相関があった。つ

まり，男児の示すADHD行動特徴は，本人の内

的要因に帰属されやすく，そしてそのことは厳

しいかかわりを誘発し，二次的情緒・行動障害

をもたらす危険性があるということを示唆し
マ，
， ~O 

親と同様，幼児を取り巻く重要な人的環境と

して挙げられるのが保育者である。幼稚園教育

要領や保育所保育指針に記載されているよう

に，障害児も保育の対象である。そのため，保

育者を目指す保育学生は，障害児の教育・保育

に関する科目が必修となっており，障害児につ

いての知識や障害児の保育技術を習得しなけれ

ばならない。もちろん， ADHDについても学習

することとなる。しかしながら， ADHDを含め

た発達障害については授業を履修しでも「あま

りわからないjとする学生が約60%いるという

報告もあり(小瀬， 2007)，十分な理解がされ

ないままに保育現場へ就いている現状がうかが

える。また，それまでの経験等によって理解の

程度も異なり，中には偏った認識を抱いている

学生もいる(石山・安部・田中， 2008)。その

ため，障害児の教育・保育に関する科目のあり

方は十分に検討される必要があり，保育学生の



障害理解に関する研究が進められている(松尾，

2009・徳広， 2010など)。

保育学生はADHD行動特徴を示す幼児に対し

て，その行動の主体が男児であるか女児である

かによって原因帰属や対応が異なるのであろう

か。もし， Maniadaki et al. (2005)の親のように，

原因帰属や対応に性差が認められるのであれ

ば，保育現場におけるADHD行動特徴を示す幼

児を取り巻く環境は公平でないかもしれない。

そして，もしそうであるならば，保育学生は学

生時代にADHDに関する知識や理解を深めると

同時に， ADHD行動特徴に対する自身の原因帰

属の「癖」を自覚する必要があろう。

同じ行動をしても，その主体の性別によって

評価が異なることは，ジェンダーの視点が含ま

れる。保育におけるジェンダーに関する研究は，

持ち物や名簿，呼称，保育活動等の物的環境に

関するものや，性役割期待などの人的環境に関

するものがある(吉田， 1986)。金子・青野

(2008) らの調査では，保育者は物的・人的環

境どちらにおいても，性別によるかかわり方の

区別には否定的であり，個性を最優先するとい

う保育観が共通してみられることが示されてい

る。しかしながら，保育者は保育ストラテジー

として性別による区別をしている。特別な目的

はなくとも，保育を実施するにあたって便宜的

に性別を用いているのが現状である。また，ジ

ェンダーに関して学生時代や研修等で学習する

機会がある保育者は半数以下であるという報告

もある(金子・青野， 2008)。つまり，保育者

は幼児の性別によってかかわり方を区別するこ

とに対して否定的ではあるが，意識せずに区別

をしているのが現状のようである。

また， ADHD行動特徴を示す幼児は，保育者

から「困ったj子とされる。同様に，教師らに

「困った」子とされる学業不振児に対する原因

帰属を調査した研究では，教師は自分たちの教

え方よりも，子どもたちの能力やパーソナリテ

イに原因を帰属させる傾向がみられた

(Medway， 1979)。このような子どもの内的要

因に帰属するほど，教師は子どもに対して批判

的行動や命令などの統制的指導をとることも示

されており，同様の結果が日本でも認められて

いる(速水， 1981)。一方で、，教師が子どもの

問題行動を本人が統制できないものへ原因帰属

すると，教師は子どもに積極的・肯定的介入を

とることが示されている (Poulou& Norwich， 

2000)。これらの結果は， Maniadaki et al. (2005) 
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の親と同様である。

インクルージョンの理念浸透に伴い，保育所

や幼稚園における障害児の保育は今や当然のも

のとされている。そのため，保育学生が障害に

ついて理解することは重要な課題である。した

がって，保育者養成校における障害児の教育・

保育に関する科目は，保育学生の実態を把握し，

必要な知識や技術を体得させるものでなければ

ならない。本調査は， ADHD行動特徴に対する

保育学生による原因帰属とその対応について探

るとともに，保育者養成校における障害児の教

育・保育に関する科目のあり方について検討す

ることを目的とする。

方法

調査対象者 保育者養成校(2年制短期大学)

のl年生85名(男性14名，女性71名)， 2年生

65名(男性8名，女性57名)の計150名(平均

年齢19歳5ヶ月)。全ての学生が「障害児教

育・保育」の授業を未履修であった。なお，フ

ェイスシートにて， ADHDに関する知識がある

と回答した学生は調査対象から除外した。この

際， IADHDという言葉は知っているが、詳し

いことは知らないjと回答した者は調査対象に

含めた。

調査内容 DSM・Nの診断基準に記述されて

いるADHD行動特徴を示す 5歳児についての文

章を提示した。対象者の半数に男児版，残りの

半数に女児版を配布した。その後，記述されて

いる行動の原因帰属として設定した27項目それ

ぞれについて，原因として当てはまると思うか

どうかを「とても思うJI思うJIどちらでもな
いJI思わないJI全く思わないJの5段階評定
で回答させた。さらに，記述されている行動へ

の対応として設定した18項目について，対応と

してふさわしいと思うかどうかを「とても思うJ
「思うJIどちらでもないJI思わないJI全く思
わない」の5段階評定で回答させた。なお，原

因帰属項目と対応項目については， Maniadaki 

et al. (2005)を参考に作成した。

結果と考察

原因帰属

原因帰属27項目の平均値，標準偏差を算出し

た。天井効果およびフロア効果はなかった。主

因子法・ Promax回転による因子分析を行った。

固有値の変化は5.73， 2. 40， 2. 13， 1. 81， 1. 42， 1. 

25日・というものであり， 4因子構造を採用した。



Table 1 原因帰属項目の因子分析結果 (Promax回転

後の因子パターン)

項目内容 E 皿 W 

貧困だから .72 -.08 .07 .13 

空腹だから .68 .00 .08 .03 

難聴だから .68 ・.22 -.26 .04 

親が亡くなったから .67 .06 -.09 -.17 

偶然の行動 .55 -.25 .14 -.05 

親が離婚したから .53 .21 -.01 -.34 

都会に住んでいるから .53 .09 .07 -.05 

保育所が厳しいから .45 .00 ・.01 13 

一人っ子だから .42 .21 09 -.08 

親が厳しいから .41 .28 。。 .10 
脳に障害があるから .36 .09 ・.29 .16 

母親が働いているから .35 .27 .08 -.11 

親が無関心だから .12 .70 -.09 .03 

しつけがされていないから -.16 .58 -.03 .09 

愛情が不足しているから .29 .52 ・.06 -.06 

甘やかされているから -.19 .41 .02 .28 

子どもらしい行動 -.06 -.02 .61 -.05 

楽しんでやっている行動 .07 .06 .61 .19 

性格 -.07 -.04 .57 ・.11

生まれつきの行動 10 -.05 .45 .15 

保育所が楽しくないから .09 03 -.26 .46 

友達がいないから .39 .04 .09 .42 

担任の責任 .08 .32 .20 .40 

因子間相関 I E 皿 W 

I .31 ・.21 .38 

E ー03 .15 

E ー.11

N 

「未熟児だ、ったからJI周りの注目を集めたいか
らJ2項目がどの因子においても因子負荷
量.35未満， I男(女)の子だからJIわざとや
っている行動J2項目が2因子において因子負
荷量.35以上であったため，これら 4項目を排

除した。したがって，第 l因子は12項目，第2

因子は4項目，第3因子は4項目，第4因子は

3項目となった。最終的な因子パターンと因子

問相聞をTable1に示す。なお，回転前の4因子

の説明率は44.71%であった。

第l因子は「貧困JI親の死JI離婚」などの
生活環境にかかわる内容の項目が高い負荷量を

示したため， I生活環境j因子と命名した。第
2因子は「親の無関心JIしつけJI愛情不足」
などの親のかかわりに関する内容の項目が高い

負荷量を示したため， I親J因子と命名した。
第3因子は「子どもらしいJI楽しみJI性格J
など子ども自身に関する内容の項目が高い負荷

量を示したため， I子どもj因子と命名した。
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Table 2 原因帰属項目の下位尺度間相関と平均， SO， 

a係数

生活環境 親 子ども防職平均 SD α 

生活環境 .38** .07 .38** 2.18 0.50 83 

親 -.03 .34** 3.12 0.65 .66 
子ども .16事 3.22 0.65 .63 

保育環境 2.75 0.60 .64 

*p<.05， **p<.Ol 

第4因子は「保育所が楽しくないJI友達JI担
任jなど保育所の環境にかかわる内容の項目が

高い負荷量を示したため， I保育環境」因子と
命名した。

原因帰属項目の 4つの下位尺度に相当する項

目の平均値を算出し，内的整合性を検討するた

めに各下位尺度の d係数を算出したところ，

「生活環境jでα=.83，I親jでa=.66， I子ど
も」で a=.63， I保育環境jでa=.64であった。
原因帰属の下位尺度間相関と平均値， SD， a 

係数をTable2に示す。

各国子の平均値について分散分析を行った結

果，有意差が認められた (F(3，441) = 112.99， 

pく.001)。多重比較の結果， I子どもJI親jは
「生活環境JI保育環境jよりも， I保育環境」
は「生活環境」よりも 5%水準で有意に得点が

高いことが示された。したがって， ADHD行動

特徴は「子どもjや「親jに原因帰属されがち

で， I生活環境jにはあまり原因帰属されない
ことが示唆された。

また，質問紙の性別と学年による差を検討す

るために，原因帰属の各尺度得点について分散

分析を行った (Table3)。その結果， I親JI子ど
も」因子について有意な交互作用が認められた

(それぞれF(1，145) = 6.98， pく.01; F (1，145) = 

4.65，pく.05)0 I親j因子は学年の主効果が有意で，
2年生の得点の方が高かった (F(1，145)= 11.58， 
pく.001)0 I子ども」因子は質問紙の性別と学年
それぞれの主効果が有意であり，質問紙が男児

版の l年生の得点が最も高かった(それぞれF

(1，145) = 13.53，pく001; F (1，145) = 4.23， pく.05)。

また， I生活環境JI保育所」因子については，
学年の主効果が有意で 2年生の方が得点が高
かった(それぞれF(1，145) = 18.23， pく.001;F 

(1，145) =11.26， p<.OO1)。以上の結果から，同じ

ADHD行動特徴を示しでも，男児の方が女児よ

りもその行動を本人の性格や子どもらしさに原

因帰属されること，そして保育学生の学年が低

いほどその傾向があることが示された。加えて，



量調

Table 3 原因帰属における質問紙の性別と学生による各因子の平均値・ 5Dと分散分析結果

質問紙の性別 男児 女児

学年 l年生 2年生 1年生

平均 SD 平均 SD 平均

生活環境 2.00 0.40 2.44 0.54 2.08 

親 2.94 0.73 3.56 0.55 3.03 

子ども 3.61 0.70 3.19 0.74 3.02 

保育環境 2.62 0.67 2.99 0.54 2.61 

*p<， **p<.Ol， ホ**p<.OOl

学年が上がるとADHDの行動特徴を「子ども」

以外の要因に原因帰属する傾向が強まることが

示された。

また， I生活環境JI子ども」因子にそれぞれ.
43， 42と同程度の負荷量を示したため分析から

除外した「男(女)の子だからjという性別へ

の原因帰属については個別に検討を行った。性

別への帰属は，男児の平均値は 1年生が3.53

(SD = 1.20)， 2年生が3.24(SD = 1.04)，女児

の平均値は l年生が1.84(SD = .79)， 2年生が

2.22 (SD = .82)であった。分散分析の結果，交

互作用と質問紙の性別の主効果が認められた

(それぞれF(1，145) = 5.56， pく.05; F (1，145) = 

65.8， p<.OOl)。つまり，保育学生らはADHD行

動特徴を男児らしい行動，男児がとりうる行動

として捉えていること，特に 1年生においてこ

の傾向がみられることが示された。

対応

対応18項目の平均値，標準偏差を算出した。

天井効果およびフロア効果はなかった。主因子

法・ Promax回転による因子分析を行った。固

有値の変化は3.46， 2. 74， 1. 28， 1. 19， 1. 

13…というものであり， 3因子構造を採用した。

「生活習慣を変えるJI一人の時間をつくるJ
「行動の理由を尋ねるJI睡眠をしっかりとるj
の4項目がどの因子においても因子負荷量.35 

未満となったため，これらの項目を排除した。

したがって，第l因子は5項目，第2因子は5

項目，第3因子は4項目となった。最終的な因

子パターンと因子問相聞をTab!e4に示す。なお，

回転前の4因子の説明率は41.52%であった。

第 I因子は「担任を変えるJI保育所を変え
るJIしつけを減らす」などの家庭や保育環境
の変化にかかわる内容の項目が高い負荷量を示

したため， I環境変化J因子と命名した。第2

SD 

0.55 

0.62 

0.52 

0.60 
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主効果
2年生 交E作用

平均 SD 質問紙の性別 学年

2.31 0.40 0.11 18.23 *** 1.68 

3.11 0.51 3.15 11.58 *** 6.98 ** 

3.03 0.53 13.53 *** 4.23 * 4.65 * 

2.90 0.50 0.28 11.26 *** 0.15 

Table 4 対応項目の因子分析結果 (PromaX回転後

の因子パターン)

項目内容 E E 

担任を変える .80 .11 -.02 

保育所を変える .76 -.07 .00 

しつけを減らす .73 08 -.12 
何もしない .59 -.12 .07 

テレビの視聴をやめる .51 .13 .17 
より愛情を注ぐ .12 .77 -.02 
活動を手伝う 09 .75 .01 

自由遊ぴを増やす .13 .65 -.30 

褒める -.39 .62 .04 

新しい友達をつくる .16 .54 .30 

甘やかさない -.13 ー.11 .76 
厳しくする .21 -.08 .52 

罰を与える .17 ー.10 .49 
専門家に相談する .29 ー.06 .38 

因子間相関 I E E 

I -.05 .36 

E 08 

E 

因子は「より愛情を注ぐJr活動を手伝うJI褒
める」などの子どもに対するポジティブなかか

わりに関する内容の項目が高い負荷量を示した

ため， IポジテイブなかかわりJ因子と命名し
た。第3因子は「甘やかさないJIより厳しく
するJI罰を与える」など子どもに対する厳し
いかかわりに関する内容の項目が高い負荷量を

示したため， I厳しいかかわり」因子と命名し
た。

対応項目の3つの下位尺度に相当する項目の

平均値を算出し，内的整合性を検討するために

各下位尺度の Q係数を算出したところ， I生活
環境の変化Jでα=.74，Iポジテイブなかかわ
り」で α=.70，I厳しいかかわりJでα=.52で
あった。対応項目の下位尺度問相関と平均値，



Table 5 対応項目の下位尺度間相関と平均， SD， a係数

生活ポジテ
厳しい平均

環境 イプ

生活環境の
00 .43** 2.12 0.54 .74 

変化

ポジテイプなか
.06 3.57 0.56 .70 

かわり

厳しいかか
2.73 0.54 .52 

わり

**p<.01 

SD，α係数をTable5に示す。

各因子の平均値について分散分析を行った結

果，因子の主効果がみられた (F(2，290) = 

313.69， p<.OOl)。多重比較の結果， rポジテイブ
なかかわりj，r厳しいかかわりj，r環境変化j
の順に 5%水準で有意に得点が高いことが示さ

れた。したがって，保育学生はADHD行動特徴

への対応は，子ども自身への直接的なかかわり，

特に「ポジティブなかかわりJがふさわしく，
次いで「厳しいかかわりjがふさわしいと捉え

ており， r環境変化」という間接的なかかわり
は高く評価しないことが示された。

また，質問紙の性別と学年による差を検討す

るために，対応の各尺度得点について分散分析

を行った (Table6)。その結果，質問紙の性別

と学年による差は有意ではなかった。このこと

から， ADHD行動特徴への対応における行動主

体の性差や学年の影響はないことが示された。

原因帰属と対応

ADHD行動特徴に対する原因帰属と対応の関

係を検討するために，相関分析を行った。

質問紙が男児版の場合， 1年生は「生活環境j

への原因帰属と「ポジテイブなかかわりj，r保
育所」への原因帰属と「厳しいかかわりJに有
意な相関がみられた。 2年生は「生活環境」

「親Jへの原因帰属と「ポジティブなかかわり」
に有意な相聞がみられた。また， r保育所jへ

の原因帰属と「厳しいかかわりjに有意傾向の

相聞がみられた (Table7)。

質問紙が女児版の場合， 1年生は「生活環境」

「親jr保育所jへの原因帰属と「環境変化J
「厳しいかかわり」にそれぞれ有意な相闘がみ

られた。一方， 2年生は原因帰属と対応におけ
る有意な相関はみられなかった (Table8)。

まとめ

本調査は， ADHD行動特徴に対する保育学生

による原因帰属とその対応について探るととも

に，保育者養成校における障害児の教育・保育

に関する科目のあり方について検討することを

目的として実施した。

原因帰属に関しては， ADHD行動特徴は「子

ども」ゃ「親」に原因帰属される傾向が認めら

れた。特に男児の場合は「子どもj，つまり，

本人に原因帰属されやすいことが示された。こ

の傾向は l年生の保育学生でより認められた。

ADHD行動特徴は子どもが意図的にしていた

り，本人の性格といった子ども自身や，親のし

つけができていなかったり，愛情が足りないと

いった親のかかわりによって生じる行動とみな

されるということである。

また， r保育環境」の平均値は2.75であり，
原因帰属されにくい傾向があった。これは，教

師が子どもの学業不振を教師自身に原因帰属し

にくい傾向や(速水， 1981)，保育者が気にな

る子が増加した原因を保育者の力量不足に原因

帰属しにくい傾向(嘉数・財部・上地・石橋，

2007) と同様の結果である。

保育学生の学年による特徴について 2年生

はl年生よりも， ADHDの行動特徴を「子ども」

以外の要因に原因帰属する傾向があった。この

ことは 1年間保育者養成校で様々な学習や実

習を経験する中で，子どもを取り巻く周囲の環

境に着目するようになったことの表れであると

Table 6 対応における質問紙の性別と学年による各因子の平均値・ SDと分散分析結果

質問紙の性別 男児 女児
主効果

学年 1年生 2年生 l年生 2年生 交互作用

平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD 質問紙の性別 学年

生活環境の変化 2.06 0.53 2.06 0.48 2.07 0.68 2.29 0.39 1.85 1.64 1.34 

ポジティブなかかわ1 3.50 0.53 3.65 0.54 3.63 0.64 3.53 0.50 0.00 0.07 1.70 

厳しいかかわり 2.68 0.60 2.67 5.26 2.67 0.54 2.92 0.43 1.76 2.00 2.13 

*p<.05， **p<.01， ***p<.001 
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Table 7 学年ごとの男児に対する原因帰属と対応の相関係数

生活環境 親 子ども 保育環境
学年

1年 2年 l年 2年 l年 2年 l年 2年

生活環境の変化 .28 .32 .14 -.10 ー.14 .12 .29 .18 

ポジテイブなかかわり .39* .70** 10 .52料 .01 .22 .26 .10 

厳しいかかわり .16 -.03 .22 .12 .16 -.14 .41 *事 .37

*p<.05， **pく.01

Table 8 学年ごとの女児に対する原因帰属と対応の相関係数

生活環境
学年

1年 2年 l年

生活環境の変化 .67** .23 .32料

ポジテイブなかかわり -.02 02 .05 

厳しいかかわり .45* ー.13 .56** 

*p<.05， *市'p<瓜

考えられる。このような学生の学年による差は

あるものの，全体としては「子どもJや「親」
に原因帰属する傾向がみられたことを考慮して

障害児の教育・保育に関する科目を展開する必

要があろう。授業の中で，発達障害について

「親の育て方が原因ではなく，脳機能の障害で

ある」と話しただけで，学生がどよめいたとい

う報告もある(徳広， 2010)。保育者養成校で

は，保育学生に原因帰属の誤りを自覚させ，正

しい理解を定着させなければならない。

対応に関しては， rポジティブなかかわり」
がもっともふさわしいとされ，次いで「厳しい

かかわりJr環境変化Jの順に得点が高かった。
質問紙の性差や保育学生の学年による差はみら

れなかった。ただし，この結果は，保育学生の

理想の保育が反映されたものである可能性が高

く，実際の保育における対応とは異なると思わ

れる。

原因帰属と対応の関係については，同じ「生

活環境Jr親jへの原因帰属であっても，行動
主体が男児の場合は「ポジテイブなかかわりJ，
女児の場合は「厳しいかかわりjという異なる

対応が引き起される可能性が示された。また，

「保育所jへの原因帰属は「厳しいかかわり」

が引き起こされる可能性も示された。ただし，

女児におけるこれらの傾向は保育学生が2年生

の場合には認められなかった。

これらの結果を総合すると， ADHD行動特徴

親
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子ども 保育環境

2年 1年 2年 l年 2年

-.09 .08 .28 .61 ** .04 

.00 .28 .23 .29 .07 

.25 .20 .29 .76** .27 

に対する原因帰属とその対応の性差について，

男児の場合には女児よりも本人に原因帰属され

る傾向はあるものの，そのことが特定の対応と

関連することはないことが示唆された。これは，

保育学生はADHD行動特徴を男児らしい行動と

みなすことによって，特別な対応を必要としな

いと考える傾向があることを示しているのかも

しれない。また，男児の場合，本人が統制でき

ない要因に原因帰属することは，より愛情をそ

そぐ，褒めるといった対応を保育者としてする

ことが望ましいと考える傾向が示された。一方，

女児の場合では男児と逆で，本人が統制できな

い要因に原因帰属することは，甘やかさない，

厳しくするといった対応を保育者としてするこ

とが望ましいと考える傾向が示された。

このような，同じ行動に対する原因帰属や対

応の性差は，先にも述べたようにジェンダーの

視点がかかわってくる。 ADHD行動特徴に含ま

れる内容はどちらかといえば活発さや乱暴さと

いった，男児らしさに近い(河添， 2006)。そ

のため，男児がADHD行動特徴を示すことは，

男児らしさの現れとして捉えられ，問題とされ

ないのかもしれない。しかし，女児がADHD行

動特徴を示すことは，問題とされ，矯正すべき

行動とみなされるために，厳しいかかわりが必

要であると判断されるのかもしれない。もし，

そうであるならば，保育環境におけるADHD行

動特徴を示す幼児は，その性別によって対応が



異なる可能性がある。保育者らは，男児と女児

とでかかわりを区別することはふさわしくない

という保育観をもちつつも(金子・青野，2008)， 

本調査のように男児と女児とで区別をして捉え

ているかもしれない。このような幼児の属性の

視点が， ADHD行動特徴そのものを理解するこ

との妨げとなるかもしれない。

本調査における以上の結果は，保育者養成校

における障害児の教育・保育に関する科目にど

のように役立てられるだろうか。障害児につい

て，それぞれの障害の特徴を記憶するといった

教科書的知識のみでは，障害児の実像がわから

ない。また，演習科目でもあることから，多く

の保育者養成校において事例検討などがなされ

ていると思われる。事例検討において，本調査

のような同じ行動であるが属性が異なる事例を

提示し，学生による原因帰属や対応の差を体験

させることもひとつの学習となるのではなかろ

うか。授業における保育学生と障害児との具体

的なかかわりについては限界があり，全ての保

育学生がそのような機会をもつことは難しい現

状がある。そのため，教科書や視聴覚教材を用

いた学習が主となる。同じ行動であるにもかか

わらず，その主体の属性によって自身の捉え方

が異なることを知ることも障害理解の深まりと

なるのではなかろうか。

最後に，本調査の限界について述べる。第一

に，質問紙調査であるという点である。文章で

示されたADHD行動特徴と，実際にそのような

行動を示す幼児の姿を目の当たりにした場合と

では反応は異なる可能性は大いに考えられる。

本調査の対象はADHD児にかかわったことのな

い保育学生であるから，なおさらである。また，

実際のADHD行動特徴の現れは個人によって大

きく異なる。あくまで，仮想した幼児の姿に対

する評価となった。第二に，本調査ではADHD

行動特徴の原因帰属と対応の相関を扱ってお

り，因果関係まで述べることは困難であるとい

う点である。第三に，本調査の結果はManiadaki

et al. (2005)とは異なった。彼らの調査結果では，

男児の示すADHD行動特徴は子ども本人に帰属

されがちで，このことは男児へのより厳しいか

かわりをもたらすというものであった。この違

いが，評定者が親であるか保育学生であるかと

いうことによるものか，文化によるジェンダー

観の違いによるものかは本調査の内容では言及

できない。しかしながら，保育学生のADHD行

動特徴を示す幼児の捉え方について明らかにし

一122-

たことで，保育者養成校における障害児の教

育・保育に関する科目の内容構成，実施する上

での資料となり得ると考える。
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